
平成16年 3月期 個別中間財務諸表の概要    
平成15年11月17日

上  場  会  社  名      マルハ株式会社 

コード番号       1333 本社所在都道府県　東京都

（ＵＲＬ　http://www.maruha.co.jp）

代　　　表　　　者　 役職名　　代表取締役社長                  氏名　 五十嵐　勇二　　　　　　　　　　　　

問合せ先責任者　 役職名　　グループ経営本部広報グループ長  氏名　 土屋　克仁　 TEL (03) 3216-0821

決算取締役会開催日　　　　　平成15年11月17日 中間配当制度の有無　　　 無

単元株制度採用の有無　  有（１単元　1,000株）

１．15年 9月中間期の業績（平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ ％

15年9月中間期 137,160 2,604 57.5 53.3

14年9月中間期 144,892 1,653 72.9 △ 4.7

15年3月期 287,705 2,975

  
百万円 ％

15年9月中間期 1,283 4.29

14年9月中間期 649 2.17

15年3月期 △ 4,323 △ 14.43

(注)①期中平均株式数 15年9月中間期  299,384,675株 14年9月中間期  299,252,759株 15年3月期  299,487,203株

　   ②会計処理の方法の変更　　　 無

　   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

15年9月中間期 － －

14年9月中間期 － －

15年3月期 － 3.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年9月中間期 230,272 25,707 86.32

14年9月中間期 234,926 26,041 86.88

15年3月期 225,544 23,177 77.33

(注) ①期末発行済株式数　　　 15年9月中間期  297,816,754株 14年9月中間期  299,729,579株 15年3月期  299,720,996株

　　  ②期末自己株式数 15年9月中間期     2,183,246株 14年9月中間期　　   270,421株 15年3月期　　　 279,004株

２．16年 3月期の業績予想（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　期 3.00

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期）   8 円 39 銭　　　　　

　　　　 予想営業利益(通期)　6,000百万円

※上記の業績予想は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の変化により実際の業績が異

 　なる可能性があります。

　 なお、上記業績予想に関する事項は、中間決算短信（連結）６ページをご参照ください。

△ 5.3

△ 3.5

売上高

百万円

経常利益

１株当たり中間(当期)純利益

円　　銭

中間（当期）純利益

97.7

△ 81.0

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金
円　　銭 円　　銭

上場取引所　東

総資産 株主資本

売上高 営業利益

１株当たり株主資本

経常利益

株主資本比率

百万円

2,304

1,503

2,960

11.2

11.1

10.3

290,000 5,000 2,500 3.00

当期純利益
期末

１株当たり年間配当金
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(a)中間貸借対照表

Ⅰ  % %  %

2,454 3,963 4,258

1,043 467 422

22,099 24,196 19,723

4,022 500 802

43,701 39,400 39,548

8,986 10,664 9,937

464 1,737 2,508

6,309 5,866 6,775

△    399 △    89 △    131

88,683 86,708 83,846

Ⅱ

(1) 10,439 8,017 8,241

(2) 16,013 14,167 14,157

(3) 3,559 2,958 3,221

30,012 25,143 25,620

798 809 844

(1) 60,361 65,960 61,771

(2) 71,895 71,089 71,499

(3) 4,422 1,614 3,258

(4) 15,671 11,531 14,113

△ 36,919 △ 32,583 △ 35,409

115,431 117,610 115,232

146,243 143,563 141,698

234,926 230,272 225,544

Ⅰ

10,153 8,508 6,710

10,199 11,606 9,945

125,416 100,803 113,471

516 26 60

814 738 668

13,259 9,259 13,845

160,359 130,942 144,701

Ⅱ

42,493 68,552 52,555

4,553 3,693 3,640

1,478 1,376 1,469

48,525 73,622 57,665

208,884 204,564 202,366

Ⅰ 15,000 15,000 15,000

Ⅱ

110 110 110

14 14 14

124 124 124

Ⅲ

3,058 3,148 3,058

1,874 1,856 1,874

8,439 3,778 3,466

13,372 8,783 8,399

Ⅳ △ 2,422 2,131 △ 312

Ⅴ △ 32 △     332 △ 33

26,041 25,707 23,177

234,926 230,272 225,544負 債 ･ 資 本 合 計 100.0 100.0 100.0

資 本 合 計 11.1 11.2 10.3

自 己 株 式 △ 0.0 △ 0.1 △ 0.0 

その他有価証券評価差額金 △ 1.0 0.9 △ 0.1 

利 益 剰 余 金 合 計 5.7 3.8 3.7

2． 任 意 積 立 金

3． 中間（当期）未処分利益

1． 利 益 準 備 金

0.1

利 益 剰 余 金

2． そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 0.0 0.1

6.6

資 本 剰 余 金

1． 資 本 準 備 金

資 本 金 6.4 6.5

（  資    本    の    部  ）

32.0 25.6

負 債 合 計 88.9 88.8 89.7

3． そ の 他

固 定 負 債 合 計 20.6

2． 退 職 給 付 引 当 金

56.8 64.1

固 定 負 債

1． 長 期 借 入 金

6． そ の 他

流 動 負 債 合 計 68.3

4． 未 払 法 人 税 等

5． 賞 与 引 当 金

2． 買 掛 金

3． 短 期 借 入 金

（  負    債    の    部  ）

流 動 負 債

1． 支 払 手 形

62.3 62.8

資 産 合 計 100.0 100.0 100.0

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 計

固 定 資 産 合 計 62.3

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

2． 無 形 固 定 資 産

3． 投 資 そ の 他 の 資 産

建 物

土 地

そ の 他

有 形 固 定 資 産 計

37.2

固 定 資 産

1． 有  形  固  定  資  産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計 37.7 37.7

7． 繰 延 税 金 資 産

8． そ の 他

5． た な 卸 資 産

6． 短 期 貸 付 金

3． 売 掛 金

4． 有 価 証 券

流 動 資 産

1． 現 金 及 び 預 金

2． 受 取 手 形

構成比 金      額 構成比

（  資    産    の    部  ）

  科        目 金      額 構成比 金      額

(平成１４年９月３０日) (平成１５年９月３０日) (平成１５年３月３１日)

9.中間個別財務諸表等

（単位 百万円）

         期       別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表
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(b)中間損益計算書 （単位 百万円）

期    別

  科    目

% % %
Ⅰ 144,892 100.0 137,160 100.0 287,705 100.0

Ⅱ 125,795 86.8 118,145 86.1 251,104 87.3

19,096 13.2 19,014 13.9 36,601 12.7

Ⅲ　 17,443 12.0 16,410 12.0 33,625 11.7

1,653 1.1 2,604 1.9 2,975 1.0

Ⅳ 
1. 418 421 850
2. 824 529 1,526
3. － 270 279
4. 571 1,814 1.3 374 1,595 1.2 1,078 3,735 1.3

Ⅴ 
1. 1,350 1,366 2,662
2. 55 － －
3. 558 1,964 1.4 529 1,895 1.4 1,087 3,750 1.3

1,503 1.0 2,304 1.7 2,960 1.0
 

Ⅵ 
1. 355 5 428
2. 121 476 0.3 128 133 0.1 223 651 0.2

Ⅶ 
1. 76 21 130
2. 76 22 7,409
3. 0 54 1,300
4. 210 325 963
5. 133 496 0.3 140 564 0.4 261 10,065 3.5

1,483 1.0 1,872 1.4 － －

－ － － － 6,453 △ 2.2

316 △ 148 50

－ － 270

517 833 0.6 737 589 0.4 △ 1,909 △ 2,129 △ 0.7

649 0.4 1,283 0.9 － －
 

－ － － － 4,323 △ 1.5

     7,789 2,495 7,789

8,439 3,778 3,466

至 平成１４年９月３０日

自 平成１５年４月  １日

至 平成１５年９月３０日

自 平成１４年４月  １日

至 平成１５年３月３１日

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度の要約損益計算書

自 平成１４年４月  １日

百分比百分比百分比金　　額 金　　額金　　額

経 常 利 益

売 上 総 利 益

売 上 高

売 上 原 価

外 国 為 替 差 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営 業 利 益

雑 収 入

雑 支 出

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 利 息

支 払 利 息

外 国 為 替 差 損

中 間 （ 当期 ）未 処分 利益

中 間 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 純 損 失

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

税 引 前 当 期 純 損 失

固 定 資 産 処 分 損

割 増 退 職 金

投 資 有 価 証 券 評 価 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

受 取 配 当 金

そ の 他

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

未 払 法 人 税 等 戻 入 額
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売上高内訳

期　　別

品　　名 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

％ ％ ％

魚 介 類 81,781 56.4 73,464 53.6 165,024 57.4

缶 詰 9,079 6.3 8,738 6.4 18,001 6.3

冷 凍 食 品 13,399 9.2 12,887 9.4 26,454 9.2

その他の加工品 23,658 16.3 24,731 18.0 47,580 16.5

保 管 収 入 436 0.3 － － 436 0.2

飼 料 5,803 4.0 5,357 3.9 9,839 3.4

畜 産 物 6,516 4.5 6,400 4.7 12,059 4.2

そ の 他 4,217 3.0 5,580 4.0 8,309 2.8

合 計 144,892 100.0 137,160 100.0 287,705 100.0

う ち 輸 出 高 5,973 4.1 6,357 4.6 11,731 4.1

前中間会計期間

自平成14年4月 1日

至平成14年9月30日

自平成14年4月 1日

至平成15年3月31日

(単位　百万円）

当中間会計期間 前事業年度

至平成15年9月30日

自平成15年4月 1日
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《中間財務諸表作成の基本となる重要な事項》

　１．資産の評価基準及び評価方法
    (1)子会社株式及び 
         関連会社株式      :　移動平均法による原価法
    (2)その他有価証券
         時価のあるもの　    :  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原
                                価は移動平均法により算定している｡）
         時価のないもの　    :  移動平均法による原価法
    (3)デリバティブ     :  時価法
    (4)商        品     :  総平均法に基づく低価法。但し、販売用不動産等は個別法に基づく原価法。
    (5)製品、原材料
     　貯蔵品及び仕掛品      :  先入先出法に基づく低価法。但し、加工製造用の「原材料」は月別総平均法に基づく低価法。
                            
　２．固定資産の減価償却の方法
    (1)有形固定資産          :  定率法を採用しているが、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）
                                は、定額法を採用している。
                                主な耐用年数は以下のとおりである。
                                建物及び構築物  　　　　  ２年～50年
                                機械装置及び車輌運搬具    ２年～17年
    (2)無形固定資産         :  定額法を採用している。
                                自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいている。

　３．引当金の計上基準
    (1)貸 倒 引 当 金     :  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
                                懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
                                る。
    (2)賞 与 引 当 金     :  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上している。
    (3)退職給付引当金     :  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

      に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。       
                                会計基準変更時差異（11,211百万円）については、15年による按分額を費用処理している。
                                数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の　
                         　      年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する　
                         　      こととしている。　　　

　４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

　５．リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　６．ヘッジ会計の方法
    (1)ヘッジ会計の方法    :  繰延ヘッジ処理を採用している。
                                金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用している。
    (2)ヘッジ手段と    :  ヘッジ手段･･･先物為替予約取引及び通貨オプション取引
         ヘッジ対象    :  ヘッジ対象･･･外貨建売上債権及び買入債務
             　　　　  　    :  ヘッジ手段･･･金利スワップ取引
             　  　　　　    :  ヘッジ対象･･･借入金利息
    (3)ヘッジ方針    :  当社の内部規程である「金融リスク管理検討会規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変
　                              動リスクをヘッジしている。

　７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
    (1)消費税等の会計処理方法
　　     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

    (2)連結納税制度の適用
　　     当中間会計期間から連結納税制度を適用している。
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注記事項

〔中間貸借対照表関係〕

1. 有形固定資産の減価償却累計額は 1. 有形固定資産の減価償却累計額は 1. 有形固定資産の減価償却累計額は

27,065百万円である。 22,077百万円である。 22,015百万円である。

2．担保資産及び担保付債務 2．担保資産及び担保付債務 2．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりである。 担保に供している資産は次のとおりである。 担保に供している資産は次のとおりである。

  百万円 (  百万円 )  百万円 (  百万円 )   百万円 (  百万円 )

( － ) ( － ) ( － )

( 558 ) ( 265 ) ( 277 )

( 509 ) ( 94 ) ( 94 )

( 83 ) ( － ) ( － )

( － ) ( － ) ( － )

( － ) ( － ) ( － )

    計 ( 1,150 )     計 ( 360 )     計 ( 371 )

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。

  百万円 (  百万円 )  百万円 (  百万円 )   百万円 (  百万円 )

33,514 ( 6,820 ) 44,535 ( 3,495 ) 39,472 ( 3,590 )

(１年以内返済予定分 (１年以内返済予定分 (１年以内返済予定分

              を含む）               を含む）              を含む）

52 ( － ) 13 ( － ) 25 ( － )

3,213 ( 2,250 ) 3,003 ( 780 ) 3,003 ( 780 )

    計 36,780 ( 9,070 )     計 47,551 ( 4,275 )     計 42,501 ( 4,370 )

上記の内( )書は､工場財団､漁業財団を組成 上記の内( )書は､工場財団を組成している 上記の内( )書は､工場財団を組成している

しているものである｡ ものである｡ ものである｡

3．偶発債務 3．偶発債務 3．偶発債務

下記会社の金融機関借入金等及び財形住宅 下記会社の金融機関借入金等及び財形住宅 下記会社の金融機関借入金等及び財形住宅

ローンについて保証を行っている。 ローン等について保証を行っている。 ローンについて保証を行っている。

百万円 百万円 百万円

㈱パールエース 8,990 ㈱ｴﾇ･ｴｰ･ｺｰﾎﾟﾚｲｼｮﾝ 8,050 ㈱ｴﾇ･ｴｰ･ｺｰﾎﾟﾚｲｼｮﾝ 8,050

㈱エヌ・エー・コーポレイション 8,550 ㈱パールエース 7,720 ㈱パールエース 7,732

泰東製綱㈱ 7,542 泰東製綱㈱ 6,938 泰東製綱㈱ 7,316

NEL(Delaware)Inc. 5,850 NEL(Delaware)Inc. 5,302 NEL(Delaware)Inc. 5,576

Westward Seafoods,Inc. 3,371 Westward Seafoods,Inc. 2,681 Westward Seafoods,Inc. 3,365

他　18 社 7,511 他　21 社 9,394 他 18社 9,645

小　計 41,815 小　計 40,087 小　計 41,686

財形住宅ローン 895 財形住宅ローン等 635 財形住宅ローン 779

合　計 42,711 合　計 40,723 合　計 42,466

(うち他社との共同保証によるもの) ( 429 ) (うち他社との共同保証によるもの) ( 385 ) (うち他社との共同保証によるもの) ( 406 )

(うち外貨建の保証によるもの) (うち外貨建の保証によるもの) (うち外貨建の保証によるもの)

53,821 千米ドル ( 6,598 ) 45,618 千米ドル ( 5,075 ) 98,957 千米ドル ( 11,894 )

4．消費税等の取扱い 4．消費税等の取扱い 4．

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動負 うえ、金額的重要性が乏しいため、流動資

債の「その他」に含めて表示している。 産の「その他」に含めて表示している。

〔中間損益計算書関係〕

1．｢固定資産売却益」のうち主要なもの 1．｢固定資産売却益」のうち主要なもの 1．｢固定資産売却益」のうち主要なもの

　 建物 百万円 　 土地 百万円 　 土地 百万円

2. 減価償却実施額 2. 減価償却実施額 2. 減価償却実施額

有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円

無形固定資産 百万円 無形固定資産 百万円 無形固定資産 百万円42 52 91

354 3 303

793 615 1,501

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
（自　平成１４年４月　１日 （自　平成１５年４月　１日 （自　平成１４年４月　１日
　　至　平成１４年９月３０日） 　　至　平成１５年９月３０日） 　　至　平成１５年３月３１日）

52,551

偶 発 債 務 偶 発 債 務

そ の 他

偶 発 債 務

480

30,851投 資 有 価 証 券

長 期 借 入 金

292

480

12,900

そ の 他

27,710

54,187

投 資 有 価 証 券

長 期 借 入 金

（平成１５年３月３１日)

296

土 地

その他の有形固定資産

有 価 証 券

建 物

12,590

7,530

前事業年度末

55,699

34,468

480

290

当中間会計期間末

無 形 固 定 資 産

802

建 物

無 形 固 定 資 産

12,640

7,319

土 地

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

8,882

前中間会計期間末

有 価 証 券 500

(平成１５年９月３０日)（平成１４年９月３０日)

3,921有 価 証 券

建 物

土 地

その他の有形固定資産

そ の 他

長 期 借 入 金

投 資 有 価 証 券
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　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの   　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（百万円）

１０．有 価 証 券 関 係

（百万円）

前中間会計期間末

（平成１４年９月３０日）

203

（百万円）

2,691

－

2,691

（百万円）

203

－

時価 差額

（百万円）

子会社株式 2,487 3,887

－

2,487合計

関連会社株式

子会社株式

中間貸借対
照表計上額

（百万円）

2,487

中間貸借対
照表計上額

時価 差額
貸借対照表
計上額

時価 差額

1,399

1,399

関連会社株式 － － －

合計 2,487 3,887

194

（百万円） （百万円） （百万円）

子会社株式 2,487 2,682

194

関連会社株式 － － －

合計 2,487 2,682

（平成１５年３月３１日）

前事業年度末当中間会計期間末

（平成１５年９月３０日）
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